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休暇分散化の効果について

ピーク需要の平準化による旅行料金の低廉化

消費者

同じ費用で
３回旅行に

交通渋滞や混雑の緩和による移動時間の短縮化

消費者
もう１ヶ所

観光できる

環境負荷の軽減、混雑解消によるインフラ投資の効率化地域
ムダな投資の

回避

観光地における雇用の安定化

事業者

正規雇用の
増加

生産性の向上、サービス水準・ホスピタリティの向上
快適な

サービス

旅行満足度の向上、リピーターの増加

観光地の評価の向上

潜在需要の喚起（高い料金や混雑を敬遠していた層）

観光地の評価の向上
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需要集中による影響

高速バス（大手14社）の輸送実績 年間旅行費用の変動（平成２１年）

通常運行時間※ 遅延による最大運行時間※

東北・関東 5時間34分 7時間52分(2時間18分のロス)

＜平成２１年お盆期間等（８月６日～１８日）＞

高速バス（大手14社）の輸送実績 年間旅行費用の変動（平成２１年）

＜東京発伊豆一泊二日（大人一室二名）プランの例＞

最安値 最高値
東北 関東 5時間3 分 7時間52分(2時間18分の ス)

北陸・中部・近畿 7時間16分 10時間8分(2時間52分のロス)

四国・九州 7時間18分 10時間31分(3時間13分のロス)

平均 6時間34分 9時間57分(3時間23分のロス)

＜平成21年ゴールデンウィーク（４月２９日～５月６日）＞

5月6-8,9月23-25等
18,200円

年末年始
59,000円

安い時期なら同じ費用で

通常運行時間 遅延による最大運行時間

東北・関東 5時間34分 9時間11分(3時間37分のロス)

北陸・中部・近畿 7時間16分 12時間45分(5時間29分のロス)

四国・九州 7時間18分 12時間13分(4時間55分のロス)

＜平成21年ゴ ルデンウィ ク（４月２９日 ５月６日）＞
３回行けることに！

臨時 者 者 規 者 規

業種別雇用形態割合

※旅行会社パンフレットより作成。

※日本バス協会資料による。
※「通常運行時間」は各事業者の通常運行ダイヤによる平均。「遅延による最大運行

時間」は各事業者の遅延による最大運行時間の平均。「計・平均」は当該運行時間の
合計を事業者数で割って算出。

四国 九州 7時間 8分 12時間13分(4時間55分の ス)

平均 6時間34分 11時間8分(4時間34分のロス)

33%

38%

16%
18%

9%
13% 22%

6%
16% 21%

46%

17%
26% 30% 31% 29%

37%

8%3%
14% 13% 6% 2% 6% 2% 1% 2% 2% 3% 1% 3% 5% 4% 4% 3% 6% 1%

臨時雇用者 雇用者（非正規） 雇用者（正規）

数 算

年末年始の高速道路所要時間予測（平成21年）

＜経路：東京IC→沼津IC（東名高速自動車道）＞
64%

48%

72% 77%
89%

81% 76%
93%

82% 77%

51%

82%
71% 66% 65% 68%

57%

90%

38%
68%

日時：12月16日12時発
距離：103.3㎞

日時：12月30日12時発
距離：103.3㎞
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所要時間：68分 所要時間：104分

所要時間が1.5倍に
※NEXCO東日本HPによる。

業業売
業

険
業

宿
泊
業

祉習
支
援
業

ビ
ス
事
業

業
（
そ
の
他
）

他
）

ホテル・旅館 46% 47% 7%

※総務省「平成18年事業所・企業統計調査」より作成。



新成長戦略（基本方針）＜休暇関係抜粋＞

新成長戦略（基本方針）＜抜粋＞（平成21年12月30日閣議決定）

２ ６つの戦略分野の基本方針と目標とする成果２．６つの戦略分野の基本方針と目標とする成果

フロンティアの開拓による成長

（４）観光立国・地域活性化戦略

～観光立国の推進～

【主な施策】【主な施策】

●休暇取得の分散化など「ローカル・ホリデー制度」（仮称）の検討

（休暇取得の分散化等）

国内旅行は約20兆円規模の市場である。しかしながら、休日が集中しているため繁閑の差が

大きく、需要がゴールデンウィークや年末年始の一定期間に集中する結果、顕在化しない内需

が多いと言われている。このため、休暇取得の分散化など「ローカル・ホリデー制度」（仮称）の

検討や国際競争力の高い魅力ある観光地づくり等を通じた国内の観光需要の顕在化等の総合検討や国際競争力の高い魅力ある観光地づくり等を通じた国内の観光需要の顕在化等の総合

的な観光政策を推進し、地域を支える観光産業を育て、新しい雇用と需要を生み出す。
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●● 年間休日日数の比較年間休日日数の比較

休暇取得日数の国際比較

104
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フランス
（2007年）

140.0

144 5

●● 年間休日日数の比較年間休日日数の比較

104
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24.6 
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（2006年）

144.5

136.6

127.2

1272

（2007年）

（2007年）

104 15.0 8.2 
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日本

週休日 週休日以外の休日 年次有給休暇付与日数(日本は取得日数）
（日）

（2007年）
127.2

週休日 週休日以外の休日 年次有給休暇付与日数(日本は取得日数）

出典：独立行政法人 労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較２００８」

●● 年次休暇取得率等の比較年次休暇取得率等の比較

フランス ドイツ イギリス アメリカ 日本

根拠法 労働法典中 年次 連邦休暇法 労働時間規則 労働協約 よる 労働基準法

●● 年次休暇取得率等の比較年次休暇取得率等の比較

根拠法 労働法典中の年次
休暇規定

連邦休暇法 労働時間規則 労働協約による 労働基準法

有給休暇 30労働日 年間24週日以上 4労働週（20日） 平均17～18日 最低10日

連続休暇 連続12 24日 連続12週日 労働協約による 労働協約による 規定なし連続休暇 連続12～24日 連続12週日 労働協約による 労働協約による 規定なし

年休取得率 ほぼ100％ ほぼ100％ ほぼ100％ 70～80％ 47.4％(H20）

出典：労働政策研究・研修機構「諸外国のホワイトカラー労働者に係る労働時間法制に関する調査研究」（2005年）ほか
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我が国の国内観光需要は GW お盆 年末年始などに集中 未消化の年次有給休暇の取得を

年次有給休暇の取得状況

我が国の国内観光需要は、GW・お盆・年末年始などに集中。未消化の年次有給休暇の取得を
促進すること等により、休暇を平準化することが重要。

「年次有給休暇」の完全取得が労働者１人平均 年次有給休暇の推移

54 .6
56 .1 56 .1

53 9
55 .2

54 .1 53 8

「年次有給休暇」の完全取得が
実現した場合の経済効果

労働者１人平均 年次有給休暇の推移
(調査産業計)

取
51 .6 50 .3 50 .2 50 .0

51 .552 .9 53 .9 54 .1 53 .8
51 .8 50 .5

49 .5
48 .4 48 .1

47 .4 46 .6 47 .146 .6 46 .7 47 .4

取
得
率
（％
）付与日数

取得日数

経済波及効果

１５兆６千億円
15.2

14.9 15.1 15.3 15.4 15.5 15.7 16.1 16.3
16.9 17.2 17.4 17.4 17.5 17.8 18.0 18.1 18.2 18.0 18.0 17.9

17.7 17.6 18.0

付
与

付与日数
取得日数 １５兆６千億円

雇用創出効果

1８７ ５万人

7 9 8 2 8 6 9 0 9 .1 9 .1 9 .5 9 .4 9 .4 9 .1 9 0 8 9 8 8 8 8 8 5 8 4 8 4 8 3 8 2 8 5

与
日
数
・取
得

1８７．５万人

7 .8 7 .5 7 .6 7 .6 7 .9 8 .2 8 .6 9 .0 9 .1 9 .1 9 .1 9 .0 8 .9 8 .8 8 .8 8 .5 8 .4 8 .4 8 .3 8 .2 8 .5

S60 61 62 63 H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

日
数
（日
）

※「休暇改革は『コロンブスの卵』～１２兆円の経済波及効果と
１５０万人の雇用創出～」(経済産業省・国土交通省・(財)自由
時間デザイン協会 平成１４年)を改訂

＜出所： 観光地域経営フォーラム報告書（平成21年９月）＞

出所：厚生労働省｢就労条件総合調査｣（旧 「賃金労働時間制度等総合調査」）
注１）調査期日は、平成１１年度以前は１２月末日現在、１２年度より１月１日現在であり、調査年度を表章している。
注２）「付与日数」には、繰越日数を含まない。
注３）「取得率」は、全取得日数／全付与日数×１００（％）である。
注４）１９年度より、常用労働者が３０人以上の民営企業に範囲を拡大した。
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業種別年次有給休暇の取得状況（平成２０年）

○企業が付与した有給休暇日数は労働者１人あたり平均18 0日であり そのうち労働者が取得した○企業が付与した有給休暇日数は労働者１人あたり平均18.0日であり、そのうち労働者が取得した
日数は8.5日（47.4％）となっている。

○最も取得日数が多く、取得率も高いのは、電気・ガス・熱供給・水道業であり（14.6日、74.4％）、最
も取得日数が少なく、取得率も低いのは、宿泊業、飲食サービス業（4.5日、29.4％）となっている。

※厚生労働省「平成２１年就労条件総合調査」による。 -6-



国内宿泊旅行実施の月別割合（平成17年～平成19年）

○国内宿泊旅行は 夏休み お盆等と重なる８月の実施割合が高い（16 8％）○国内宿泊旅行は、夏休み、お盆等と重なる８月の実施割合が高い（16.8％）。
○国内旅行市場で最大のシェアを占める家族旅行については、８月の実施割合が特に高い
（26.2％）。

26 .2
25 0

30.0
％

20.0

25.0

国内観光旅行のマーケットセグメント別シェア

4.9%

4.2%

16 .8

10 .8
10 1

15.0 46.2%
21.7%

6 .6

3 8
4 .5

3 9

8 .5

4 .3

7 .1
5 .9

7 .3

9 .9

6 .07 .77 .5

8 .3

6 .2
5 .3

5 .8

6 .4

10 .1

7 .9

10 .6

5.0

10.0
23.1%

家族旅行 夫婦旅行 友人旅行 ひとり旅 その他

3 .8 3 .9

0.0

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

家族旅行 全体

※JTBF「旅行者動向2008」による。
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月別延べ宿泊者数と稼働率（定員・客室）

○月別延べ宿泊者数を見ると、８月が非常に多くなっている。
○定員稼働率・客室稼働率を見ると、延べ宿泊者数と同様、８月が最も高くなっている。

＜月別日本人 外国人延べ宿泊者数（平成20年）＞ ＜月別定員稼働率 客室稼働率＞

3,500

4,000万人泊

59.9 59 0

67.4 
62.2 

70.0 

80.0 (％)

＜月別日本人・外国人延べ宿泊者数（平成20年）＞ ＜月別定員稼働率・客室稼働率＞

2,000

2,500

3,000

43 9
47.1 45.2 45.6 

57.7 

44 2
47.4 47.7 

50.9 

57.0 
59.9 

54.4 56.0 
53.1 

59.0 

40.0

50.0 

60.0 

1,000

1,500 38.6 
43.9 42.3 

45.2 
41.8 44.2 

40.6 

20.0 

30.0 

40.0 

0

500

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
0.0 

10.0 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

※観光庁「宿泊旅行統計調査」による。

日本人延べ宿泊者数 外国人延べ宿泊者数
定員稼働率（平成20年） 客室稼働率（平成21年）
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旅行代金（国内ツアー）の年間推移

（円）

140,000

160,000
ゴールデンウィーク

138,800円
お盆休み

138,800円

シルバーウィーク

138,800円

年末
128 800円

年始

（円）

３連休初日
138,800円

120,000

128,800円128,800円
春休み

112,800円

80,000

100,000

60,000

20,000

40,000

最安値 最高値

0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

最安値
39,800円

平成21年

最高値
138,800円

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
（月）

※首都圏発沖縄滞在：２泊３日（おとな２名１室）

平成21年
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フランスの学校休業日の分散化について（春休み・冬休み）

ゾーンＡ ゾーン名 人口（万人）

カン １４６カン １４６

クレルモン・フェラン １３４

グルノーブル
６０７

リヨン

モンペリエ ２５６モンペリエ ２５６

ナンシーメッツ ２３４

ナント ３４８

レンヌ ３１２

トゥールーズ ２８１トゥ ル ズ ２８１

合計 ２，３18

ゾーン名 人口（万人）

エクス－マルセイユ
４８６

ゾーンＢ

４８６
ニース

アミアン １９０

ブザンソン １１６

ディジョン １６３ディジョン １６３

リール ４０２

リモージュ ７４

オルレアン－トゥール ２５３ ゾーンＣ ゾーン名 人口（万人）

ボポワティエ １７４

ランス １３４

ルーアン １８２

ストラスブール １８３

ボルドー ３１５

クレテイユ

１，１６０パリ

ヴェルサイユストラスブ ル １８３

合計 ２，３５７

ヴ

合計 １，４７５

データ出所：ゾーンの設定 〔フランス国民教育省〕
人口（2007年数値） 〔フランス国立統計経済研究所〕

参考：合計６，１５０万人
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仏・独における学校休業分散の取組

欧州では、バカンス時期の分散化が国策の一つとなっており、その主たる政策手法として学校休業時
期をゾーン別（フランス）や州別（ドイツ）などで分散させている。

フランスの学校休暇（２００９年～２０１０年）

ゾーンＣゾーンＢゾーンＡ ゾーンＣゾーンＢゾーンＡ

2010年4月17日 5月3日2010年4月3日 4月19日2010年4月10日 4月26日春休み

2010年2月20日～3月8日2010年2月6日～2月22日2010年2月13日～3月1日冬休み

2009年12月19日～2010年1月4日クリスマス休み

2009年10月24日～11月5日秋休み

2009年9月2日秋学期開始2009～2010年

2010年4月17日 5月3日2010年4月3日 4月19日2010年4月10日 4月26日春休み

2010年2月20日～3月8日2010年2月6日～2月22日2010年2月13日～3月1日冬休み

2009年12月19日～2010年1月4日クリスマス休み

2009年10月24日～11月5日秋休み

2009年9月2日秋学期開始2009～2010年

ゾーンＡ ： カン、クレルモン･フェラン、グルノーブル、リヨン、モンペリエ、ナンシ－メッツ、ナント、レンヌ、トゥールーズ

ゾーンＢ ： エクス－マルセイユ、アミアン、ブザンソン、ディジョン、リール、リモージュ、ニース、オルレアン－トゥール、ポワティエ、ランス、ルーアン、ストラスブール

ゾーンＣ ： ボルドー、クレテイユ、パリ、ヴェルサイユ

2010年7月2日夏休み開始

2010年4月17日～5月3日2010年4月3日～4月19日2010年4月10日～4月26日春休み

2010年7月2日夏休み開始

2010年4月17日～5月3日2010年4月3日～4月19日2010年4月10日～4月26日春休み

ドイツの学校の夏季休暇（２００９年）

州 名 人 口 2009年

ザールサント １０４万人 7月13日～8月22日

ヘッセン ６０８万人 7月13日～8月21日

州 名 人 口 2009年

ニーダーザクセン ７９８万人 6月25日～8月5日

ブレーメン ６６万人 6月25日～8月5日

ラインラント＝プファルツ ４０５万人 7月13日～8月21日

ハンブルク １７５万人 7月16日～8月26日

ベルリン ３４０万人 7月16日～8月28日

ブランデンブルグ ２５５万人 7月16日～8月29日

チューリンゲン ２３１万人 6月25日～8月5日

ザクセン＝アンハルト ２４４万人 6月25日～8月5日

ザクセン ４２５万人 6月29日～8月7日

ノルトライン＝ヴェストファーレン １ ８０３万人 ７月2日～8月14日
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ブランデンブルグ ２５５万人 7月16日～8月29日

メクレンブルク＝フォアポメルン １６９万人 7月20日～8月29日

シュレスヴィッヒ＝ホルシュタイン ２８３万人 7月20日～8月29日

ノルトライン＝ヴェストファ レン １，８０３万人 ７月2日～8月14日

バーデン＝ヴュルテンベルク １，０７４万人 7月30日～9月11日

バイエルン １，２４９万人 8月3日～9月14日



フランスの休暇制度の概要

企業の休暇
・有給休暇の根 拠 法・・・‥ ＜労働法典＞

・有給休暇の付与日数‥‥‥＜１年 ３０労働日＞
・有給休暇の連続付与‥‥‥＜連続１２労働日を超える取得を義務付け＞

学校の休暇
・夏休み（7-8月）、万聖節休暇（10-11月の1週間）、クリスマス休暇（12-1月）、

冬休み（2月の2週間）、春休み（4-5月の1週間）等、年間18週程度

国民の休暇取得 分散化を支える制度

バカンス小切手
（国民のバカンス支援）

高齢者のバカンス支援
（バカンス・セニオール）

低所得者のバカンス支援
（休暇連帯基金）

学校休暇の分散化

国民の休暇取得・分散化を支える制度

・全国バカンス小切手局へ
発行申請→

企業は労働者の積立基金
に対し積立額の20～80％

を拠出

・高齢者の孤独解消と共に
休暇関連施設のオフ

シーズン利用を視野に入れ
導入

・低所得家庭､若年層､年金
生活者､失業者､生活保護
対象者､障害者等 に格安
でサービス提供するため

設立

・年間18週程度の学校休暇
のうち、冬休み（2月）と春
休み（4月）は国内の3つの

ゾーン別に設定 を拠出
・申請した企業には社会保

険料の一部減免措置
・4ヶ月以上積立を行った従
業員は、企業からバカンス

小切手を受領

導入
・長年バカンスに出ていない

60歳以上の高齢者が対象
・対象者に対し全国バカンス

小切手局から140ユーロ/

設立
・宿泊施設、鉄道、航空など

760社他、地方団体、全国
バカンス小切手局、

スポーツ・社会問題担当省
が連携 基金を管理

ゾ ン別に設定
・上記休暇についてはゾーン
間で 2週間ずつずらして設

定
・各ゾーンごとの休業時期は、

毎年入れ替わり変動 小切手を受領
・小切手は宿泊、交通、レス
トラン等13万以上の施設で

使用可能

人日を提供 が連携して基金を管理
・ボランティア団体が参加企

業と利用者を仲介

毎年入れ替わり変動
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秋の大型連休における宿泊旅行の状況（９月19日～23日）

秋の大型連休における国内宿泊旅行（観光 帰省）の状況

旅行実施率 旅行回数 宿泊数（１回当たり） 旅行消費額

秋の大型連休
（※）

秋の大型連休における国内宿泊旅行（観光・帰省）の状況

秋の大型連休
（※）

（平成２１年９月１９日（土）～２３日（水・祝））
１４％ １．１回 ２．０泊 ７，１６０億円

平成１９年９月
観光 １２%
帰省 ５％

観光 １．１回
帰省 １．１回

観光 １．７泊
帰省 ２．３泊

９，０２０億円

秋の大型連休に行った活動 秋の大型連休における宿泊旅行の同行者

※「秋の大型連休の実態把握調査」に基づく観光庁試算
大型連休に合わせて取得した休暇を含む。

(n=2407) (n=373)

15.5

35.1

60.4

国内で宿泊旅行（観光・規制等）に出かけた

日帰りで出かけた

もっぱら、家で過ごした

13.5

69.5

友人・知人・恋人

家族

1.6

5.7

8.8

海外旅行に出かけた

職場に行った

その他

5.7

11.3

その他

一人

日本人の延べ宿泊者数（前年同月比）

0 20 40 60 80 0 20 40 60 80 （%）
（%）

（出所） 「秋の大型連休期間の実態把握調査」＜観光庁＞
（２，５８０人を対象としたインターネット調査（平成２１年９月実施）

「旅行・観光消費動向調査」、「宿泊旅行統計調査」＜観光庁＞

平成２１年８月 ３，０８１万人泊（－２．９％）
９月 ２，４３５万人泊（＋４．５％） ⇒ １０ヶ月振りに前年同月比プラスを記録
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休暇促進に効果のある取組

休暇取得を促進するために効果がある取組については、計画的な年休取得を促すこと（55％）、連続
休暇の法制化（50％）との回答が多い。その後、有休取得率の公表、飛び石連休の間の休日化、啓
発キャンペーン、先進的な取組の紹介等が続いている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

上司が社員 従業員に対して あらかじめその年の有給休暇取得希望

＜休暇取得を促進するために、効果があると考えられる取組＞

54.9 

49.5 

上司が社員・従業員に対して、あらかじめその年の有給休暇取得希望

日を聞くなどして、計画的な年休取得を促すこと

連続休暇（バカンス）の法制化（※フランスのように、有給休暇を連続2
労働週取得する規定）

各会社 職場 お る有給休暇 得率を 表する う する と 46.3 

39.5 

34 9

各会社・職場における有給休暇取得率を公表するようにすること

飛び石連休の間の日を休日にする

休暇取得を促す啓発キャンペ ン 34.9 

26.9 

23 2

休暇取得を促す啓発キャンペーン

休暇取得について先進的な取り組みの内容紹介

秋の祝日の頃に秋休みをとるキャンペーンをする 23.2 

17.2 

4.0 

秋の祝日の頃に秋休みをとるキャン ンをする

児童生徒のリクエスト休暇※の創設（※年に数日の範囲で、家族の要

請により、子どもが学校を出席扱いのまま任意の時期にとる休暇）

その他
( 4123)(n=4123)

（出所）観光庁「平成21年休暇の取得・分散化に関する国民意識調査※」
※全国の20歳以上60歳未満の男女4123人を対象としたインターネット調査

（平成21年11月実施）。
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有休取得率を向上させるための課題

職場で有給休暇の取得率を向上させるための課題として重要と思われるものは、職場全体での雰囲
気づくりが最も多く（62％）、続いて職場全体での制度作り（58％）となっている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

＜あなたの職場で有給休暇の取得率を向上させていくための課題として重要と思われるものをお選びください＞

61.8 

58.1 

有給休暇取得向上のための職場全体での雰囲気づくり

有給休暇取得向上のための職場全体での制度づくり（計画年休制度

の導入や計画的な取得を推進する要員管理・業務管理の徹底など）

46.2 

42.0 

有給休暇取得向上へ向けたトップや上司によるリーダーシップ

「よく働きしっかり休む」人、またそうした人が多い職場を評価・公表す

る仕組みづくり

33.0 

32.9 

記念日休暇等、個人の特別な日に有給休暇をとれる仕組みづくり

有給休暇とは別に、病気や急な用事への対応が可能な異なる休みや

仕組みづくり

子どもと休みがあわせやすい仕組みづくり（子どもの休みの柔軟化 16.9 

4.3 

子どもと休みがあわせやすい仕組みづくり（子どもの休みの柔軟化、

子どもの休みに合わせて休むことの推奨など）

その他 (n=2149)

※観光庁「平成21年休暇の取得・分散化に関する国民意識調査」による。 -15-



夏休みの分散取得について

○夏休みを分散取得することについては 「賛成」 「どちらかと言えば賛成」を併せて８３％を占めている○夏休みを分散取得することについては、「賛成」、「どちらかと言えば賛成」を併せて８３％を占めている。
○賛成の理由としては、混雑緩和（88％）、予約が取りやすくなること（60％）が多く、反対の理由としては、
家族の休みが合わせにくくなる（47％）、お盆に休むのが日本の伝統（45％）と続いている。

＜お盆の頃に集中している夏休みを分散

88.3 

60.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

道路・交通機関や各種施設の混雑緩和につながることが期

待できるから

交通機関の切符、宿やツアーの予約がとりやすくなることが

期待できるから

反対
わからない

＜お盆の頃に集中している夏休みを分散

して取得することについて＞

(n=4123)

48.5 

47.4 

32 1

期待できるから

旅行代金の低廉化につながることが期待できるから

道路の渋滞緩和等が進み、環境負荷の軽減につながること

が期待できるから

家族と休みが合わせやすくなることが期待できるから

賛成

どちらかとい

えば反対

6 9%

反対

2.6%
7.1%

32.1 

15.9 

1.8 

家族と休みが合わせやすくなることが期待できるから

友人や恋人と休みが合わせやすくなることが期待できるから

その他
(n=3439)

44.8 

22.4 

0% 20% 40% 60%

お盆にみんなが休むのが日本の伝統だから

お盆に休業する企業・業界にいるから

42.3%

どちらかといえ

ば賛成

41 1%

6.9%

16.5 

31.6 

46.6 

業務に差し障りが出てくることが懸念されるから

休みにくくなることが懸念されるから

家族の休みが合わせにくくなることが懸念されるから

41.1%

23.7 

28.5 

5.9 

友人や恋人と休みが合わせにくくなることが懸念されるから

お盆時期の祭事やイベントに参加しづらくなるから

その他 (n=393)
※観光庁「平成21年休暇の取得・分散化に関する国民意識調査」による。 -16-



ゴールデンウィークの分散化について
○ゴールデンウィークを地域別に分散化することについては、「賛成」、「どちらかといえば賛成」を併
せてほぼ半数。

○賛成の理由としては、混雑緩和（87％）、予約が取りやすくなること（60％）が多く、反対の理由とし
ては、祝日のそもそもの意義が薄れてしまう（69％）との回答が多い。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

＜ゴールデンウイークを地域によってずらすこと

について＞

86.8 

60.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

道路・交通機関や各種施設の混雑緩和につながるこ

とが期待できるから

交通機関の切符、宿やツアーの予約がとりやすくなる

ことが期待できるからについて＞

(n=4123) 56.1 

48.6 

ことが期待できるから

道路の渋滞緩和等が進み、環境負荷の軽減につな

がることが期待できるから

旅行代金の低廉化につながることが期待できるから

賛成

15.1%

わからない

17.5%

26.2 

14.3 

家族と休みが合わせやすくなることが期待できるから

友人や恋人と休みが合わせやすくなることが期待でき

るから

どちらかといえ

ば賛成

34.6%

どちらかとい

えば反対

反対

11.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

分散化させると この時期の祝日のそもそもの意義

1.5 その他 (n=2049)

34.6%反対

21.6% 68.7 

29.0 

分散化させると、この時期の祝日のそもそもの意義

が薄れてしまうから

この時期に各自が分散して休みをとると、逆に業務に

差し障りが出てくることが懸念されるから

28.3 

12.3 

祭事やイベントに参加しづらくなるから

その他
(n=1352)※観光庁「平成21年休暇の取得・分散化に関する国民意識調査」による。 -17-


